
セクシュアルハラスメントの防止に関する規定
（目的）
第１条　本規定は、男女雇用機会均等法に基づき、職場におけるセクシュアルハラスメ　ントを防止するために従業員が遵守すべき事項、並びに性的な言動に起因する問題に　関する雇用管理上の措置等を定める。
（定義）
第２条  セクシュアルハラスメントとは、職場における性的な言動に対する従業員の対　応等により当該従業員の労働条件に関して不利益を与えること、又は性的な言動により他の従業員の就業環境を害することをいう。
（禁止行為）
第３条　従業員は、職場内において次の各号に掲げる行為をしてはならない。

1 　性的及び身体上の事柄に関する不必要な質問・発言
2 　わいせつ図画の閲覧、配布、掲示
3 　うわさの流布
4 　不必要な身体への接触
5 　性的な言動により、他の従業員の就業意欲を低下せしめ、能力の発揮を阻害す　る行為
6 　交際・性的関係の強要
7 　性的な言動への抗議又は拒否等を行った従業員に対し、解雇、不当な人事考課、　配置転換等の不利益を与える行為
8 　その他、相手方及び他の従業員に不快感を与える性的な言動
２　上司は、部下である従業員がセクシュアルハラスメントを受けている事実を認めな　がらこれを黙認する等、不適切な対応をしてはならない。
（懲戒）
第４条　第３条に掲げる禁止行為に該当する事実が認められた場合は、就業規則第○条　に基づき懲戒処分を行う。懲戒の適用区分は、①行為の具体的態様（時間・場所（職場か否か）・内容・程度）、②当事者同士の関係（職位等）、③被害者の対応（告訴等）・心情等を総合的に判断し、決定する。
（相談窓口の設置）
第５条　セクシュアルハラスメントに関する相談及び苦情処理の窓口は総務部長とす　　る。窓口は、変更の都度周知する。
２　相談を受けた場合は、必要事項を相談受付票に記録し、保管する。
（相談及び苦情への対応）
第６条　総務部長は、相談者の人権に配慮した上で、被害者及び行為者双方より事実関　係を聴取する。また、必要に応じて上司及び他の従業員から事情を聴くことがある。
２　前項の聴取を求められた従業員は、正当な理由なくこれを拒むことはできない。
３　会社は、第１項の事情聴取によりセクシュアルハラスメントの事実が確認された場　合、問題解決のための措置として、第４条の懲戒の他、行為者の異動等被害者の労働　条件及び就業環境を改善するために必要な措置を講ずる。
    セクシュアルハラスメントの事実が確認されなかった場合であっても、必要に応じ、　就業環境改善のために必要な措置を講ずる。

４　相談及び苦情への対応に当たっては、関係者のプライバシーその他人権に配慮する　とともに、相談をしたこと、又は事実関係の確認に協力したこと等を理由として不利　益な取扱いは行わない。
（再発防止の義務）
第７条　総務部長は、セクシュアルハラスメントの事案が生じたときは、周知の再徹底　及び研修の実施等、適切な再発防止策を講じなければならない。
	注）
・第４条に関し、就業規則本則にセクシュアルハラスメントに関する懲戒の内容
を定める必要があります。
  ・第５条の相談受付票の例は相談マニュアルにある例をご参照下さい。
・派遣労働者等を含む全従業員を対象とするとともに、規則の継続的な周知をす
ることが必要です。
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